




 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社株式 ·················· 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のないもの ········· 移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 ·························· 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法により算定） 

貯蔵品 ························ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ２年～50年 

構築物 ２年～45年 

機械装置及び運搬具         ２年～17年 

工具、器具及び備品 ２年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用のソフトウエア ５年 

のれん 10年 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負

担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。ただし、当事業年度末においては、年金資産の見込額が退職給付債務見込

額から未認識数理計算上の差異を控除した額を超えているため、前払年金費用として貸借対照表の

投資その他の資産に計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 



 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15～18年）による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年～18年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。 

(5) 役員株式給付等引当金 

役員株式給付規程に基づく役員等への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の負担見込額に基づき計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

(1)  放送、通信及び電話サービス 

  放送、通信及び電話サービスの提供が主な履行義務であり、これらは顧客に対してサービスを継

続的に提供するものであることから、契約で定められた月額利用料を基礎として、一定期間に亘っ

て収益を認識しております。また、サービス加入に伴う顧客宅への導入工事は、その工期が極めて

短期的であることから完工時の一時点で収益を認識しております。 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)  グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

(2)  法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

  当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会

計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 33,422,079千円 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権 319,373千円 

短期金銭債務 93,278千円 

３．国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳累計額 

建物 29,693千円 

構築物 405,965千円 

機械装置及び運搬具 35,962千円 

工具、器具及び備品 1,758千円 

  



 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

関係会社株式 338,403千円 

減価償却超過額 75,853千円 

賞与引当金 42,517千円 

資産除去債務 32,831千円 

未払事業税 22,478千円 

未払金 17,974千円 

その他            11,822千円 

繰延税金資産小計 541,881千円 

評価性引当額   △ 371,345千円 

繰延税金資産合計 170,535千円 

繰延税金負債 

前払年金費用    △ 54,853千円 

資産除去債務に対応する除去費用      △ 25,791千円 

繰延税金負債合計   △ 80,644千円 

繰延税金資産の純額       89,890千円 

 

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理は、「注記事項（重要な

会計方針に係る事項）５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりで

あります。 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日に国会で成立した

ことに伴い、2026 年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることに

なりました。 

これに伴い、2026 年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 29.9％から 30.8％に変更し計算しております。 

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は 1,474

千円増加し、法人税等調整額が同額減少しております。 

 

  



 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 ㈱ＴＯ

ＫＡＩ

ホール

ディン

グス 

被所有 

直接 100.0% 

経営管理の委

託、役員の兼

任 

資金の貸借取

引（注１） 

 801,497 関係会社短

期借入金 

2,992,129 

１年内返済

予定の関係

会社長期借

入金 

2,566,000 

関係会社長

期借入金 

8,890,000 

支払利息 

（注１） 

79,246 未払金 56 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注１） 資金の貸借取引につきましては、ＣＭＳ基本契約に基づき残高が毎日変動するため、取引金

額につき純増減額を記載しております。なお、㈱ＴＯＫＡＩホールディングスが市場金利を

勘案した合理的な利率を設定しております。 

 

２．兄弟会社等 

（単位：千円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社の

子会社 

㈱ＴＯ

ＫＡＩ

コミュ

ニケー

ション

ズ 

なし データ伝送サ

ービス、シス

テム開発・保

守委託、情報

処理・運用委

託、システム

商品・製品仕

入、事務所の

賃借、役員の

兼任 

設備利用・保

守等（注１） 

1,450,624 買掛金 120,514 

未払金 18,443 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 設備利用・保守等については、価格交渉により決定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額  630,709円51銭 

１株当たり当期純利益 31,674円34銭 

 


